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ペットの遺骨保管ロッカー及びその敷地部分が宗
教目的に使用する施設とされ，固定資産税等の非
課税規定に該当するとされた事例
（東京高裁平成 20年 1月 23日判決，東京高等裁判所平成 18年（行コ）第
112号，固定資産税・都市計画税賦課処分取消請求控訴事件，原判決取消・
請求認容，判例集未登載，LEX/DB　文献番号 25400332；尚，平成 20年 7
月 17日最高裁 上告不受理・棄却）
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　【੐ታ】東京都墨田区両国にある宗教法人である回向院が，動物の遺骨を収
蔵保管している建物部分及びその敷地相当部分の土地は，非課税の対象となる
地方税法 348 条 2 項 3 号規定の「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法
人法第 3条に規定する境内建物及び境内地」に該当するにもかかわらず，これ
を課税対象とした東京都の平成 16 年 6 月 1 日付けの平成 16 年度分の固定資産
税及び都市計画税（1）賦課処分（本件訴訟物）は違法であるとして，その取消
しを求めた訴訟である。被告（都税事務所長）は平成 15 年 8 月 5 日に本件各
不動産について現地調査を行い，昭和 37 年に建立された回向堂（昭和 63 年に
再建）と昭和 57 年に建立された供養塔という建物いずれにも，それらの建物
の内部の中央部分には仏像が安置され，それを取り囲むように諸動物の遺骨を
安置したロッカー（以下「本件ロッカー部分」という）が置かれていることを
確認した。その調査に基づき平成 16 年 6 月 1 日付けで本件賦課処分を行った
ところ，原告は，同年 7月 21 日，本件賦課処分について訴外東京都知事に対
して審査請求を行った。それに対し，東京都知事が同年 11 月 30 日，原告に対
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し本件審査請求を棄却する旨の裁決を行ったため，平成 17 年 2 月 15 日，本訴
を提起したものである。原審である東京地方裁判所（東京地裁平成 18 年 3 月
24 日判決）（2）では東京都側の主張が認容された。原審では，動物の遺骨の保管
や供養を行うことと人の墓地の設置や法要を行うことでは，社会通念上，その
宗教性についての評価には違いがあることと，民間業者の行う動物霊園業と類
似することを挙げ，原告による動物の遺骨保管行為を固有の宗教目的と評価す
ることは困難であるとした。そして本件ロッカ－部分と仏像安置部分とを分け，
本件ロッカー部分は，原告の固有の宗教目的に供する部分には当たらず，地方
税法 348 条 2 項 3 号の非課税対象に該当しないと判断した。それに対し，回向
院側が東京高等裁判所に控訴したのが，本評釈の対象とする判決（本判決であ
る東京高裁平成 20 年 1 月 23 日判決）である。
  【ប⸷ℂ↱】原告である回向院は，1657 年の創建以来，連綿と，本来的宗教
活動の一環として動物供養を行ってきた。本件訴訟の対象となっている回向堂
及び供養塔もその活動のために使用している。地方税法 348 条 2 項 3 号の宗教
法人が「専らその本来の用に供する」境内建物及び境内地とは，当該施設につ
いて，宗教法人が，専ら「宗教の教義をひろめ，儀式行事を行い，及び信者を
教化育成する」用に供していたかどうかによって決められるべきである。被控
訴人は，本件回向堂・供養塔の一部である動物の遺骨を保管している本件ロッ
カー部分を不自然に切り分け，固定資産税等の課税対象とするが，回向堂・供
養塔は，本件ロッカー部分も含め一体として設計され，一体として控訴人が専
らその宗教活動に使用する施設として使用してきたものである。民間業者と類
似の事業を行っている公益法人につき，公益法人税制を租税回避的に利用する
ことに対し，民間企業と同列に競争させよといういわゆる「イコール・フィッ
ティング論（原文のママ；筆者注）」があるが，本件では，江戸時代から連綿
と控訴人が行ってきた動物供養という本来的宗教活動につき，昨今のペット
ブームの中，これに追随する民間業者が出てきたことをもって，宗教法人が「専
らその本来の用に供する」ものではなくなったと解するのは，不合理であるこ           
とは明らかである。本件では民間業者が公益法人と類似の行為を行った場合で
あって，「イコール・フィッティング論（原文のママ；筆者注）」は当てはまら
ない。
　【್᳿ℂ↱】１．控訴人の縁起，動物供養の受け入れ，供養方法及び回向堂・
供養塔の使用状況については，以下のとおり付加するほかは，原判決の事実及
び理由の「第３　当裁判所の判断」１（１）から（３）までに記載のとおりで
あるから，これを引用する。
　（１）（原判決 13 頁 7 行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。）
　控訴人の過去帳には，天保年間に松平伊豆守の奥方らによって動物の供養が
申し出られたことが記されており，江戸時代の山東京山の黄表紙「朧月猫之草
紙」の中に「火消し坪へこの身を隠し回向院にて一ぺんの御えこうたのむ」と
の記述があり，・・・（中略）・・・ 江戸時代から，控訴人において動物回向を
していたことが認められる。
　このように，控訴人は，江戸時代から動物供養を行ってきたが，昭和 37 年
に回向堂を建立し（昭和 63 年に再建），諸動物の遺骨をロッカーで安置すると
いう方法を採用し，そして，昭和 57 年には，1657 年に建立された馬頭観音堂
を前身とする供養塔を建立し，動物の遺骨を保管・供養するとともに，堂下に
おいて動物の遺骨を合祀するようになった。
　控訴人の境内地には，江戸幕府 11 代将軍家斉の時代に設けられた「猫塚」，
江戸幕府 15 代将軍慶喜の時代に設けられた「唐犬八の塚」，大正 15 年に設け
られたオットセイの供養塔，昭和 3年に設けられた「動物慰霊の塔」，昭和 10
年に設けられた三味線・琴等の楽器に使われて死亡した動物を供養する「三味
観世音犬猫供養塔」，昭和 32 年に設けられた犬猫供養塔，昭和 39 年に設けら
れた「小鳥供養塔」等が混在している。原告の動物供養に関しては，檀家だけ
でなく，その他一般動物愛好家の飼育していた諸動物の供養も受け入れている
が，浄土宗以外の教義・作法による供養は行っていない。
　２．以上の認定事実をもとに，本件ロッカー部分及びその敷地部分が地方税           
法 348 条 2 項 3 号の「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第 3条
に規定する境内建物及び境内地」に該当するかについて検討する。
　（１）地方税法 348 条 2 項本文は，「固定資産税は，次に掲げる固定資産に対
しては課すことができない。」と規定し，その 3号で「宗教法人が専らその本
来の用に供する宗教法人法第 3条に規定する境内建物及び境内地」を掲げてい
る。そして，宗教法人法第 3条は，境内建物とは，第 1号に掲げるような宗教
法人の同法 2条に規定する目的のために必要な当該宗教法人に固有の建物及び
工作物をいい，境内地とは，同条 2号から 7号までに掲げるような宗教法人の
同法 2条に規定する目的のために必要な当該宗教法人に固有の土地をいうもの
と規定し，同法 2条は，「宗教の教義をひろめ，儀式行事を行い，及び信者を
教化育成すること」を宗教団体の目的として掲げている。
　上記各規定からすると，地方税法 348 条 2 項 3 号にいう非課税とされる境内
建物及び境内地とは，宗教法人が，専らその本来の用に供し，宗教の教義をひ
ろめ，儀式行事を行い，及び信者を教化育成するために必要な当該宗教法人の
固有の境内建物及び境内土地をいうものと解される。
　そして，当該境内建物及び境内地が，同号にいう「宗教法人が専らその本来
の用に供する境内建物及び境内土地（原文のママ；筆者注）」に当たるかどう
かについては，当該境内建物及び境内地の使用の実態を，社会通念に照らして
客観的に判断すべきである。
　（２）これを本件についてみると，前記認定の事実によれば，控訴人におい
ては，江戸時代の開祖以来動物の供養を行ってきたこと，控訴人において動物
を供養することが世間一般に広く受け入れられ庶民の信仰の対象となってきた
こと，控訴人は，回向堂及び供養塔において動物の遺骨の安置をするとともに，
毎日勤行で動物の供養を行うほか，月 1回あるいは年 3回の動物供養の法要を
行っていることが認められるのであるから，これらの使用状況からみれば，回
向堂及び供養塔は，本件ロッカー部分のみならず，その敷地部分も含めて全体
が宗教法人である控訴人が専ら宗教目的に使用する施設であって，その宗教活           
動のために欠くことができないものであるというべきである。
　したがって，回向堂及び供養塔は，その敷地部分も含めて，地方税法 348 条
2 項 3 号の「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第 3条に規定す
る境内建物及び境内地」に該当するものと認められる。
　（３）　被控訴人は，人に対する供養と動物に対する供養とは社会的評価が大
きく異なるとして，回向堂及び供養塔は「専らその本来の用に供する」ものと
はいえないと主張する。・・・（中略）・・・一般的に人が供養される場合と動
物が供養される場合とで社会的な評価が異なることは否定できないところである。
　しかしながら，前記認定のとおり，控訴人においては，江戸時代の開創以来
動物の供養が長年月にわたって行われてきたものであり，宗教活動が継続され，
社会的にも定着して現在に至り，その間，地域住民からも動物供養の寺として
厚い信仰の対象とされてきたこと，そして，動物を供養するための宗教施設と
して回向堂及び供養塔が建立されたことが明らかであるから，上記使用実態に
照らすと，回向堂及び供養塔における動物の供養については，客観的にみて，
その宗教性について社会的な認知が得られているものということができる。
　また控訴人の使用実態については，回向院のしおり及び前記認定のとおりの
境内地の客観的状況により明らかであり，特別に強制的な子細な調査を要せず，
客観的に判断することができるものである。
　したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。
　（４）被控訴人は，控訴人の動物の遺骨保管事業は，民間業者の動物霊園事
業と類似しており，その料金が対価性を有するから，非課税の優遇措置を受け
るべきではないと主張する。
　ところで，動物を埋葬する民間業者の実態としては，・・・（中略）・・・い
ずれも有料とされていること，・・・（中略）・・・霊園によっては，骨壺代や
管理料を別途設定しているものも多いこと，ほとんどの霊園が「宗旨・宗派を
問わない」としていること，民間業者は，宣伝に比較的積極的であるが，料金
等の詳細については問い合わせによることとしているものもあることが認めら           
れる。
　これに対して，・・・（中略）・・・控訴人は，民間のペット霊園が多数開業
する以前の昭和 37 年からロッカー形式による遺骨の安置を開始していたこと，
檀家だけでなく，一般の動物愛好家の飼育していた諸動物の供養も受け入れて
いるが，浄土宗以外の教義・作法による供養は行っていないこと，回向堂及び
供養塔のいずれも馬頭観世音菩薩像がその中心に位置し，動物の遺骨を安置し
た本件ロッカー部分が仏像を取り囲むように配置され，その間に仕切りはなく，
空間的には仏像と不可分一体の構造として設計されていること，控訴人におい
ては，基本的に合祀を勧めており，火葬の後，一年間遺骨を無償で預かり，そ
の後も合祀を勧め，それでも気持ちの整理がつかず個別の安置を申し出た者に
つき，有料で遺骨の保管をするが，合祀については管理費等の費用はかからな
いこと，宣伝広告は一切しておらず，リベートを伴う民間業者の紹介にも応じ
ていないこと等，民間業者との相違が認められ，これらの事情を考慮すると，
控訴人が年間 5万円，3万 5000 円，2万円の三段階の定額制で動物の霊の供養
料を徴収していることをもって，控訴人の動物の安置保管が，民間業者の行う
霊園事業と同様の営利的なものとまではいうことはできない。
　したがって，控訴人の動物の遺骨の保管行為が，民間業者のそれと類似して
いるから，控訴人は非課税の優遇措置を受けるべきでないとの被控訴人の主張
は採用することができない。
　（５）そうすると，本件賦課処分は違法であるから，その取消しを免れない
ものというべきである。    
　【ෳᾖ᧦ᢥ】地方税法 348 条 2 項 3 号・702 条の 2第 2項，宗教法人法 3条
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　本判決（控訴審）の論理構成は以下のようにまとめられよう。地方税法 348
条 2 項 3 号にいう非課税とされる境内建物及び境内地とは，宗教法人が，専ら           
その本来の用に供し，宗教の教義をひろめ，儀式行事を行い，及び信者を教化
育成するために必要な当該宗教法人の固有の境内建物及び境内地をいうものと
解される。そして，当該境内建物（3）及び境内地（4）が，同号にいう「宗教法人
が専らその本来の用に供する境内建物及び境内地」に当たるかどうかについて
は，当該境内建物及び境内地の使用の実態を，社会通念に照らして客観的に判
断すべきであると述べた上で，回向院の行う動物供養に関する歴史書の記述及
び回向院の伝統的位置づけを積極的に肯定し，それらに基づき，回向堂及び供
養塔は，本件ロッカー部分のみならず，その敷地部分も含めて全体が，宗教法
人である控訴人が専ら宗教目的に使用する施設であって，その宗教活動のため
に欠くことができないものというべきであると判断した。その判断に基づき，
回向堂及び供養塔は，その敷地部分も含めて，地方税法 348 条 2 項 3 号の「宗
教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第 3条に規定する境内建物及び
境内地」に該当するものと認められる，という判断に至った。すなわち本判決
は，回向院の行う宗教目的と宗教活動を認定した上で，本件ロッカー部分及び
その敷地部分の位置づけを判断したのである。また動物供養と人の供養との社
会的認知の違いについても，当該宗教法人の「歴史性」を重視して，その相違
については，社会的認知が得られていると述べた。
　以上のことから考えると，本判決においては，地方税法 348 条 2 項 3 号規定
の「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第 3条に規定する境内建
物及び境内地」に問題となっている土地・建物が該当するか否かを判断する場
合には，「社会通念によって判断すべきである」と考え，その「社会通念」を
判断する際には，当該宗教法人の「歴史」とそれに伴う「社会的認知」に重き
を置いて判断していると，評されよう。
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　原審（一審）では本判決である控訴審と違い，本件ロッカー部分及びその敷           
地部分に課税した東京都側の主張を認めている。
　原審では，地方税法 348 条 2 項 3 号の規定の解釈について以下のように述べ
ている。
　「地方税法 348 条 2 項 3 号の規定は，宗教法人の持つ社会的意義等にかんが
みて，固定資産税の非課税措置を定めたものであるといえるが，他方，それが
特定の団体に対する優遇措置としての性格を有することも否定し難いのである
から，租税の公平な負担という観点をも考慮すると，宗教活動に関連するとの
理由で同号の適用が無限定に拡張されるような解釈をするのは相当ではなく，
当該境内建物等の使用実態がどのようなものであり，そこで行われている活動
が，世俗的な活動と異なる特徴をどの程度持っているのかといった点を勘案し
た上で，社会通念に照らし，当該境内建物等が，同号にいう『宗教法人が専ら
その本来の用に供する境内建物及び境内地』に当たるかどうかを客観的に判断
していく必要があるものと解される」。
　ここでの判断のポイントは世俗的な活動との比較衡量である。
　原審は，回向院の行う動物供養と人の供養との制度的社会的評価における相
違，および民間業者の営む動物霊園事業との共通点の存在を重視し，本件賦課
処分を適法とした（5）。
   一体原審と本判決との違いの原因はどこにあるのか。筆者は以下の点を指摘
したい。それは，この両判決において何を重視しているのかという点に違いが
あるということである。本判決の方は，地方税法 348 条 2 項 3 号の「本来の用
に供する」という文言に沿った解釈を行ったという点である。「本来の用に供
する」という文言からは，当該土地・建物が宗教法人の活動と密接な関係があ
るのか否かということが判断材料となる。よってその密接な活動を判断するに
は，外形で判断を行おうと考えた。外形で判断するとなると，「歴史的事実」（ま
たそれに裏打ちされた社会的認知）を重視する方向を採ることになる。方や原
審判決の方は，「当該境内建物等の使用実態がどのようなものであり，そこで
行われている活動が，世俗的な活動と異なる特徴をどの程度持っているのかと           
いった点を勘案した上で，社会通念に照らし」と，一種の限定付き「社会通念」
論を展開している。そこで，動物供養と人の供養との社会的評価における相違，
および民間業者の営む動物霊園事業との共通点の存在を重視し，「社会通念に
照らして」，固有の宗教活動とはいえないという評価をしたことになる。
　その点は，原審が上記の地方税法 348 条 2 項 3 号の解釈をもとに，以下のよ
うに述べている点にも現れている。
　「原告が本件ロッカー部分において動物の遺骨を保管し，動物供養を行ってき
たことには，これらの活動を通じて，原告の教義をひろめ，儀式行事を行い，信
者の教化育成をはかるという側面があることは事実であり，回向堂及び供養塔が，
原告の固有の宗教目的との間に一定の関連性を有すること自体は否定し難い。
　しかし，動物の遺骨の保管や供養を行うことと人の墓地の設置や法要を行う
ことでは，社会通念上，その宗教性についての評価には違いがあることも否定
し難い」。
　と述べ，人の墓地の設置や埋葬行為との違い，つまり人の墓地の経営は，原
則として地方公共団体とし，これにより難い事情のある場合にあっても公益法
人，宗教法人等に限ることとされていること。また，宗教法人が墳墓地を貸し
付けることは，法人税法施行令 5条 1項 5号ニにより法人税が非課税にされて
いること。そして，人の墓地については，地方税法 348 条 2 項 4 号に基づいて
固定資産税も非課税とされていること。これらの点を述べた上で，「これに対
して，動物の遺骨の保管や埋葬行為の場合，地方税法上これを直接非課税とす
る規定はなく，動物の遺体の処理については現行法上特段の規制がなく，法的
には廃棄物として市町村が処理しており，動物霊園の経営主体については営利
法人も行っており，宗教法人が行う動物の遺骨の保管についても，法人税法上，
収益事業に当たるとして課税される場合があるという点で大きな違いがあるこ
とが認められ，このような違いは，両者のもつ宗教性に関する社会的評価が異
なることに由来しているものといわざるを得ないのである。これらの点を考慮
すると，原告が行う動物の遺骨の保管行為及び動物供養の諸行事が，原告の宗           
教活動に関連するからといって，これを直ちにその固有の宗教目的活動に該当
するというのは適当ではなく，その実態がどの程度世俗的活動と異なる特徴を
持っているのかという観点から，更に検討を加える必要があるものというべき
である」と論じている。
　よって，両判決の違いは，地方税法 348 条 2 項 3 号の文意に，ある意味忠実
に解釈を行うのか（本判決），あるいは，「他との比較」（6）との言葉に現れてい
るように，動物の供養自体は，世俗的な活動との違いを見いだしにくい（言い
換えると人の供養と動物の供養の違いの存在はある。本件ロッカーにおける保
管行為は，民間事業者の行っている動物霊園事業と異なる顕著な宗教的特質を
有しているとはいえない）点を重視するのか（原審）にある。
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　本判決の比較対象として挙げられるものとして，別の当事者が起こした訴訟
である宗教法人の営むペット葬祭業等が，法人税法 2条 13 号，法人税法施行
令 5条 1項各号の収益事業にあたるか否かが争点となった，いわゆるペット葬
祭事業事件判決（名古屋地裁平成 17 年 3 月 24 日判決（7），その控訴審である名
古屋高裁平成 18 年 3 月 7 日判決（8），最高裁平成 20 年 9 月 12 日判決（9））があ
る。法人税法 2条 13 号の規定では，「販売業，製造業その他の政令で定める事
業で，継続して事業場を設けて営まれるもの」が収益事業にあたるとされてい
る。そして販売業，製造業その他の政令で定める事業として，法人税法施行令
5条 1項において「法第 2条第 13号（収益事業の意義）に規定する政令で定め
る事業は，次に掲げる事業（その性質上その事業に付随して行われる行為を含
む（10）。）とする」と述べ，33 の事業が掲げられており，いわゆる限定列挙の形
を採っている。法人税基本通達 1511 によると，公益法人等がこれらの事業
を行う場合には，たとえその事業が当該公益法人等の本来の目的たる事業であ
るときであっても，当該事業から生ずる所得については法人税が課され，これら           
の事業にあたらない場合には，法人税が課されないという構造を採っているとさ
れる（11）。例えば経典や聖書等を出版して金銭を得ていたとしたら，その出版す
る行為は，その宗教法人の宗教活動の一つとして認められるものであり，その
意味で宗教法人の本来的活動となろうが，法人税の観点からみると，それは法
人税法施行令に掲げられた収益事業の一つである「出版業」に該当し，その出
版から得られる所得は課税されることになる。上記のペット葬祭事業事件各下
級審判決では，原告が行うペット葬祭業に関し，死体焼却については請負契約
が成立し，これは法人税法施行令５条 1項 10 号の「請負業」にあたり，ペッ
トの遺骨を保管・管理することは，法人税法施行令 5条 1 項 9 号の「倉庫業」
にあたり（12），課税がなされることは正当であると判示していた。それらを受
けて，最高裁平成 20 年 9 月 12 日判決においては，以下のように判示した。
<１>昭和 58 年ころから本件ペット葬祭業を行っており，「Ｘ動物霊園」の名
称で，境内にペット用の火葬場，墓地，納骨堂等を設置し，引取りのための自
動車を数台保有している。本件ペット葬祭業のあらましを写真入りで説明した
パンフレットを発行し，ホームページを開設して，その周知に努めている。<
２>ペットの葬儀は，ペット専用の葬祭場において，人間用祭壇を用いて僧りょ
が読経した後，火葬に付すが，前記パンフレット等には，料金につき，動物の
重さ等と火葬方法との組合せにより 8000 円から 5万円の範囲で金額を定めた
表が「料金表」等の表題の下に掲載されている。この表は，上告人の代表役員が，
同様の事業を行う有限会社の料金表を参考にして作成したものである。なお，
上告人によるペットの葬祭を希望する者が上告人の自動車でペットの死体を引
き取ってもらうときには，3000 円の支払が求められる。上告人の保管してい
る帳簿に記載されたペットの供養による収入金額は，いずれも「料金表」記載
の金額又はこれに引取りの際の支払金額を加えた金額に合致している。<３>
ペットの死体を境内のペット専用の墓地に埋葬するに当たり，合同墓地を利用
する場合には，上告人にペット葬儀等を依頼した者は無料であるが，個別墓地
を利用する場合には，年間 2000 円の管理費のほか，3年の使用期限を 3回更           
新した時に 1万円の継続利用料の支払を求められる。また納骨堂を利用する場
合には，納骨箱の大きさに応じて 3万 5000 円又は 5万円の永代使用料，年間
2000 円の管理費等の支払を求められる。これらのこともホームページ等で周
知されている。さらに上告人は，遺骨を納めた飼い主からの依頼に基づいて初
七日法要や七七日法要を行う際に，あらかじめ定められた額の金員を受け取っ
ている。このほか，上告人は，ペットの葬祭に関連して，塔婆，位はい，墓石
等を希望者に交付し，あらかじめ定められた額の金員を受領している。<４>
ペットの供養や葬祭を行うことは，我が国では昭和 50 年代くらいから広まり
始めたとされている。このような事業を行う事業者の数は，平成 16 年現在，
全国で 6000 ないし 8000 に及ぶとされ，仏教寺院によるものだけでなく，倉庫
業，運送業，不動産会社，石材店，動物病院等によるものも見られる。
　上記の原審において確定した事実関係の概要を引用した上で，最高裁は以下
のように判断を行った。
　「本件ペット葬祭業は，外形的に見ると，請負業，倉庫業及び物品販売業並
びにその性質上これらの事業に付随して行われる行為の形態を有するものと認
められる。法人税法が，公益法人等の所得のうち収益事業から生じた所得につ
いて，同種の事業を行うその他の内国法人との競争条件の平等を図り，課税の
公平を確保するなどの観点からこれを課税の対象としていることにかんがみれ
ば，宗教法人の行う上記のような形態を有する事業が法人税法施行令 5条 1項
10 号の請負業等に該当するか否かについては，事業に伴う財貨の移転が役務
等の対価の支払として行われる性質のものか，それとも役務等の対価でなく喜
捨等の性格を有するものか，また，当該事業が宗教法人以外の法人の一般的に
行う事業と競合するものか否か等の観点を踏まえた上で，当該事業の目的，内
容，態様等の諸事情を社会通念に照らして総合的に検討して判断するのが相当
である。
　前記事実関係によれば，本件ペット葬祭業においては，上告人の提供する役
務等に対して料金表等により一定の金額が定められ，依頼者がその金額を支           
払っているものとみられる。したがって，これらに伴う金員の移転は，上告人
の提供する役務等の対価の支払として行われる性質のものとみるのが相当であ
り，依頼者において宗教法人が行う葬儀等について宗教行為としての意味を感
じて金員の支払をしていたとしても，いわゆる喜捨等の性格を有するものとい
うことはできない。また，本件ペット葬祭業は，その目的，内容，料金の定め方，
周知方法等の諸点において，宗教法人以外の法人が一般的に行う同種の事業と
基本的に異なるものではなく，これらの事業と競合するものといわざるを得な
い。前記のとおり，本件ペット葬祭業が請負業等の形態を有するものと認めら
れることに加えて，上記のような事情を踏まえれば，宗教法人である上告人が，
依頼者の要望に応じてペットの供養をするために，宗教上の儀式の形式により
葬祭を執り行っていることを考慮しても，本件ペット葬祭業は，法人税法施行
令 5条 1項 1 号，9号及び 10 号に規定する事業に該当し，法人税法 2条 13 号
の収益事業に当たると解するのが相当である」。
　上記のペット葬祭事業と法人税との関係については，上記最高裁に至る前の
下級審の判決に対し，様々な評釈（13）が出ているので，本稿においては，必要
な範囲に限り論評を加えることにしたい。
　上記の判断において，最高裁は宗教法人を含む公益法人の行う「収益事業」
課税の趣旨を，イコール・フッティングであると強く打ち出していると評する
ことができよう。よって，ペット供養に宗教性があることは，軽く言葉の上で
述べ（ただけであり），対価関係があることを根拠に，イコール・フッティン
グ論を持ち出して補強し，社会通念に照らして総合的に検討して判断した結果，
宗教法人の本来的宗教活動とは区別される収益事業であると判断した。その点
は原審の判断構造と変わるところはなく，最高裁において原審の判断枠組みが
確認されたといえる。この最高裁の判断にも示されるように，法人税の課税に
際しては，条文構造上，法人税法施行令 5条 1 項の 33 業種に関する規定の仕
方から，大概はどれかには該当するということになる（14）ので，対価か任意（喜
捨）であるかが最大のポイントとなると思われる（15）。上記最高裁判決で確認           
しておかなければならないことは，その点にある。上記最高裁判決のように，「法
人税法が，公益法人等の所得のうち収益事業から生じた所得について，同種の
事業を行うその他の内国法人との競争条件の平等を図り，課税の公平を確保す
るなどの観点からこれを課税の対象としていることにかんがみれば」といった
考え方を採ったことが妥当であり（16），対価か任意かを分けられるのかという
論点を，「分けられる」とするならば，収益事業該当性を判断する際に対価性
の有無を重視する本最高裁の判断は是認できるものである。
　それに対して，本評釈で扱うペットの遺骨保管ロッカー部分とその敷地部分
に対する固定資産税の課税の是非においては，収益事業該当性を判断する必要
はない。本件の場合，まず規定が違うと考えられる。加えて課税を行う対象が
違うとも考えられる。固定資産税は，「固定資産（土地・家屋および償却資産）
を課税物件として課される租税で，・・・（中略）・・・固定資産税は，固定資
産の価格を課税標準として課されることになっているから，それは固定資産の
所有の事実に着目して課される財産税の性質を有するといえ」（17）る。よって，
固定資産（課）税は所有という事実に着目しており，収益に着目する法人税と
は課税対象が違う。収益事業該当性は固定資産課税を行う際には判断しなくて
もよいことになる。よって物的課税除外の規定として考えれられる地方税法
348 条 2 項 3 号の規定「宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第 3
条に規定する境内建物及び境内地」からは，収益事業該当性よりも当該固定資
産の使用状況に基づいて判断するしかない。よって本件の地裁判決が，公益法
人の収益事業に対する課税根拠として考えられるイコール・フッティング論等
を持ち出すのは，必要性がないものと評されている（18）。
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　しかしながら，本件の場合，本件ロッカー部分及びその敷地部分が固定資産           
税の非課税に当たるか否かに際し問題となる「宗教法人が専らその本来の用に
供する」という文言から，「宗教性」の有無を判断する必要性が出てくる。そ
の際に，宗教活動の是非を判断するのは，憲法的にはできない。その点，宗教
法人の営むペット葬祭業等が，法人税法上の収益事業にあたるか否かが争点と
なった，前掲ペット葬祭事業事件名古屋地裁判決では以下のように述べている。
「（宗教法人法において想定されているという意味；筆者注）ここでいう宗教と
は，一般には『超自然的，超人間的本質の存在を確信し，畏敬崇拝する心情と
行為』（19）というような広い意味（20）に解されているから，その具体的な教義や
活動内容が，その構成員やその属する社会の利益を現実に増進せしめるもので
あることは必ずしも要求されていないといわざるを得ない（そもそも，公権力
がそのような審査を行うことは，信教の自由を保障した憲法 20 条に違反する
おそれがあり，現に，宗教法人法 25 条 5 項，84 条などは，公権力が，その事
務を遂行する上で，宗教上の特性及び慣習を尊重し，信教の自由を妨げること
がないよう特に留意すべき旨を定めている。）」。つまり，「何が『宗教的な』信
念または行為であるかの決定は，多くの場合，困難かつ微妙な仕事である。[ し
かし ]その問題の解決は，問題になっている特定の信念または行為を司法的に識
別することによって定まるものではない。宗教的な信念は，・・・（中略）・・・
他人に受け容れられ，論理的で首尾一貫しており，または理解できるもの，で
ある必要はないのである。……裁判所は宗教的な信念を，その信念をもつ人が
自己の立場と『格闘している』ことを認めているとか，より高度の教養のある
人なら用いるであろうような明確さと精確さで自己の信念をはっきり表現して
いないとか，いう理由で，細かに吟味しようとすべきではない」（21）ものである。
よって，国家に対しては宗教的中立性（22）が強く求められ，国家は規制の対象
となる「宗教」の是非を，立ち入って調べることができないものとなる（23）。よっ
て，宗教性の有無で非課税にするか否かの基準を仮に定めているとしても，そ
の宗教性に関しては外形的に判断するしかない（24）。
　加えて，国家の宗教的中立性（25）を指導原理とする政教分離規定との関係性           
も出てくる。つまりここでいう政教分離規定が宗教と非宗教との間の中立性
をも意味するとすれば，国家の便益供与はこれと強い緊張関係に立ちうる（26）。
このような便益は，宗教的要素に着目した上で宗教に対して特に与えられるも
のであり（27），場合によっては宗教を無宗教に対して優遇する意味を持ちえな
いわけではないからである（28）。立法・行政による便益供与は，社会的に認知
された宗教に有利に作用し易い点も批判される（29）。
　本判決においては，宗教目的の有無を 「社会通念に照らして」判断するとい
う基準を採用し，その「社会通念」を判断するのに際し，本判決は歴史という
ものをとりわけ重視した。「社会通念」で宗教目的の有無を判断するというこ
とは，社会の多数者に受け入れられているか否か（一種の社会的相当性の判断）
が，基準となってくる。このような基準の下では「既に存在する宗教」が重視
され，それに加えて長い間社会に受け入れられてきたこと＝歴史によって，社
会の多数者に受け入れられてきたということに対する根拠が補充されることに
なる。このように歴史を重視するという判断は最近の判決の流れ（30）ではあるが，
それが果たしてよいことが否かについての筆者自身の判断は留保しておきた
い。但し，少なくとも「宗教活動の中身が社会通念と合致するものか否かで判
断すること（本件に即していうと，ペット供養が宗教活動・行為にあたるか否
かを社会通念で判断すること）」（31）自体には大いに疑問がある（32）とまで述べ
ておくことにする。つまりこのような基準で判断を行うことは，宗教法人に対
する非課税税制と信教の自由・政教分離原則を保障する日本国憲法の趣旨に照
らして考えてみると疑問があるという点である。宗教法人の「本来の宗教活動」
や「公益事業」に対して非課税措置を採用することの妥当性が，「信教の自由」
というもっとも強い保護を必要とする精神的自由権にかかわるものであり，課
税が宗教法人への干渉，介入を招くおそれを防ぐことにあると考える（33）とす
るならば，安易な社会通念で判断を行うことには，社会に受け入れられない「信
教」（の自由）に対する侵害を引き起こす危険性があると考えるからである（34）。
　前掲ペット葬祭事業事件で問題となった法人税法が定める収益事業は，限定           
列挙してあり，限定列挙してあるものは，仮に宗教性を帯びるものであっても
課税であると，宗教性判断の観点（のみ）からはわかりやすい構造を採用し
ている（35）。その点，宗教法人に対する固定資産税非課税を定めた条文は，「施
設」・「場所」という空間的ものを，「専らその本来の用に供す」るというもの
で限定を附しているにすぎない。よって，固定資産税の非課税該当性を判断す
る際には，宗教的活動とされるものを行う部分と可分なのか否かで判断するし
かない。本件の場合，外形的に見て，宗教活動を行う部分と可分な施設なのか，
それとも不可分な施設であるのか，という一点のみで判断するしかないであろ
う。つまり，回向院という寺院自体が非課税であると認定できるものであるな
ら，その回向院が宗教活動を行う部分に置かれている物については，外形から
判断して「専ら」宗教活動に使われていると判断できるものであれば，それ以
上立ち入って詮索することはできない性質のものである。本判決が述べている
「控訴人の使用実態については，回向院のしおり及び前記認定のとおりの境内
地の客観的状況により明らかであり，特別に強制的な子細な調査を要せず，客
観的に判断することができる」点は，まさにその通りであり，宗教に関する限
り，あくまでも外形から判断するしかないと考える（36）。
　本件の原審では，「本件のロッカー部分の使用実態を見ると，同ロッカー部
分は，馬頭観世音菩薩が安置されている部分と物理的に区分することができる
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（傍点は筆者）となっており，両者が不可分一体となっていて区別して評
価することができないような特段の事情は認められないことに加え，各ロッ
カーは，馬頭観世音菩薩を描いた紙の位牌が貼付されている点以外は特段の宗
教的色彩は認められない上，その形状も，物を一時保管するために使用されて
いる通常のロッカーと特段異なるものではないこと，原告は，檀家に限らず，
宗派を問わないで広く一般動物愛好家からの遺骨の保管や供養の依頼も受け付
けていること」といったことからして，「分けられる」と判断して課税を行う
という論理を採用している。
　本判決では，その点に関し「回向院の動物の安置・供養については，檀家だ           
けではなく，一般の動物愛好家の飼育していた諸動物の供養も受け入れている
が，浄土宗以外の教義・作法による供養は行っていないこと，回向堂及び供養
塔のいずれも馬頭観世音菩薩像がその中心に位置し，動物の遺骨を安置した本
件ロッカー部分が仏像を取り囲むように配置され，その間に仕切りはなく，空
間的には仏像と不可分一体の構造として設計されていること」と判示している
点に，違いが現れている。
　宗教法人の境内建物及び境内地の非課税規定で用いられている「専ら本来の
用に供する」という文言は，利用実態等の把握に際し，概ね 8割程度を目安に
取り扱うというような程度で，たまたま例外的に他の目的に使用することが
あったとしても，「専ら」の要件を欠くものではないと解されている（37）。その
点については，宗教法人の「専ら本来の用に供する」に関する判断を行った名
古屋地裁平成 4年 6月 12 日判決（38）が参考となる。この判決では，宗教法人が
新境内地に旧境内地内の宇堂，本堂などを移築する構想に基づいて，取りあえ
ず仮本堂と庫裏を建築し，予定地の一隅に旧境内地の建物を解体した資材等を
収納する小屋を立てている場合に，①現在は資材等置場で宗教活動が行われて
いないが，近い将来に本来の用に供されるものであり，②一画の土地とは，建
物又は工作物の周辺一帯の一区画の土地を意味し，建物等と土地との相互関係
から一体的に考慮されるべき範囲の土地をいう，と解した。したがって実際の
使用状況からみて仮本堂及び庫裏の敷地部分だけでなく，その全体が専ら宗教
活動の本拠として欠くことのできない本来的なものということができ，一画の
新境内地を非課税物件と認めた（39）というものである。
　本判決においても「一画の土地のその全体が専ら宗教活動の本拠として欠く
ことのできない」という点を重視している。上記の判断を行う上で根拠となっ
た事柄としては，回向院は，「回向堂及び供養塔において動物の遺骨の安置を
するとともに，毎日勤行で動物の供養を行うほか，月 1回あるいは年 3回の動
物供養の法要を行っていることが認められる」と判示している点に現れている。
このことから，上記の使用状況という外形，つまりそのような使用実態が宗教           
性を帯びていることは否定できない性質のものであるので，回向堂・供養塔が，
「全体として」宗教法人である回向院が，専ら回向院が考える宗教目的に使用す
る施設であると判示している（40）。
　そのような論理は，回向堂の中に置かれている本件ロッカーが費用を徴収し
て使用されている資産であるとしても，妥当であると考える。それは法人税法
の規定の仕方と地方税法の規定の仕方の違いにあると考えられる（41）。その点
については，本判決では，括弧書きで「控訴人の動物の遺骨の安置保管につい
ては，これが法人税法上の収益事業に当たるものと認められるが，そのことが
直ちに上記地方税法 348 条 2 項 3 号の非課税該当性を否定するものではない」
と述べている部分にも現れており，妥当なことと考える。
　以上のことから，本判決は，地方税法 348 条 2 項 3 号における「本来の用に
供する」という部分の文言の解釈を行っているというよりは，「専ら」の方を
重視し，全体として宗教法人の目的のために本来的に不可欠なものか否かで判
断している。つまり「専ら」宗教活動のように外形的に見られる（＝それを
宗教活動か否かを判断するのは「社会通念（社会的認知）」である）ものであ
るならば，当該敷地に関しては区別することなく非課税にするという地方税法
348条2項3号文言の解釈に基づくと考えられる。本規定の解釈のためには，「問
題となった資産について，他との比較でなく，その宗教法人の宗教活動そのも
のにおける位置づけを重視すべきである」（42）という評釈は，問題となった資
産それ自体を捉えるのではなく，本判決が「全体」という文言を使用している
点からして，まさにその通りであると考える。この点に関する本判決の判断は
妥当なものである。
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　本件の場合，そもそも論として，何故に地方税法 348 条 2 項 3 号において，「宗           
教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法第 3条に規定する境内建物及び
境内地を非課税としているのか」，という点についてあまり触れられていない。
固定資産税における非課税の範囲を定める場合，固定資産の所有者の性格に求
めているもの（人的非課税）と，固定資産それ自体の性格・用途の面に求めて
いるもの（物的非課税）とに，条文の性質上分けられるであろう。本件の場合，
物的非課税規定に該当すると考えられる。しかしながら，本件の場合，宗教法
人等に所有者が限定されるゆえに，人的非課税的要素も含んでいる規定だとも
考えられる。しかしながら，人的非課税的要素を含んでいたとしても，それは
「含んでいる」のみで，規定の仕方としては「用途に基づく」規定，つまり物
的非課税の規定であると考えられる。そのような場合，何故に地方税法におい
て，宗教法人が専らその本来の用に供する境内建物及び境内地に対する固定資
産税を非課税にしているのかにつき，用途の性格に「公益性」があるからだと
いう説明がなされる（43）。本規定の場合，用途に「公益性があり」且つ「専ら
本来の用に供する」という限定がつけられていると理解できよう。「専ら本来
の用に供する」に関しては，前章四において既に説明したゆえに，以下では「公
益性があり」の方に触れる。
　「公益性がある」とは，「広く社会一般の利益を増進するような事由があるこ
とをいうが，その具体的な判断は個別的に決定される」とされている（44）。本
件のようなペットの遺骨保管ロッカーに関して，「公益性」があるか否かを判
断する際には，四で述べたように宗教活動それ自体を審査することを是としな
いとするならば，歴史があり社会的に認知が得られているものが，「公益性」
があるものという判断になるのであろうか（45）。本判決では，「一般的に人が供
養される場合と動物が供養される場合とで社会的な評価が異なることは否定で
きないところである」と述べ，「公益性」については留保がついていた。その
上で，「江戸時代の開祖以来動物の供養が長年月にわたって行われてきたもの
であり，宗教活動が継続され，社会的にも定着して現在に至り，その間，地域
住民からも動物供養の寺として厚い信仰の対象とされてきたこと，そして，動           
物を供養するための宗教施設として回向堂及び供養塔が建立されたことが明ら
かであるから，上記使用実態に照らすと，回向堂及び供養塔における動物の供
養については，客観的にみて，その宗教性については社会的な認知が得られて
いるものということができる」と論じている。そのような判断をした高裁判決
の論理に対して，筆者は疑問がある。動物の供養が「公益性」があるのか否か
について，「歴史」や「地域住民からの認知」に重きを置く判断方法に対して，
筆者は疑問がある（46）。
　その点に関して，原審が，「原告による動物の遺骨の保管行為が，民間事業
者の行っている動物霊園事業と異なる顕著な宗教的特徴を有しているとはいえ
ず，むしろ，これと類似していることも否定できない」と判断した際に述べた，
「原告が現実に受領している供養料の金額（2万円，3万 5000 円，5 万）に照
らすと，これを性質上対価関係のないお布施のようなものと同視することはで
きず」の「対価関係」という言葉が，「公益性」を判断する際に本来重視され
るべきであると考える。
　本件に関する宗教性云々に関する判断を「とりあえずなんとなく宗教性は否
定できない」程度（47）以上は判断できないという立場に立つと，当該宗教法人
の行為につき「対価関係の有無」，つまり当該行為が「営利性のある活動」か
否かによって判断するしかないと考えられる。よって原審が「営利性があり」，
本判決が「営利性がない」とした判断が，本事案の帰趨に大きな影響を与えた
と考えられる。そのような審査方法は，課税庁側に「公益性」を判断する余地
を与えていない。そのような方法は，個別的な「公益性」の判断を行うことを
せず，課税庁側の判断が恣意的になったり，宗教活動に対する過度の規制を防
ぐためには合理性をもった方法であると考える。
　原審では，「原告は，檀家に限らず，宗派を問わないで広く一般動物愛好家
からの遺骨の保管や供養の依頼も受け付けていること，無料で保管する 1年経
過後については民間事業者の行っている動物霊園の保管料と遜色がない金員を
供養料の名目で徴収していることなどの事実が認められるのであ」ると判断し           
ている。そして，その判断に至るまでに，「民間事業者が提供しているペット
霊園の納骨堂の年間料金は，ある調査結果によれば，無作為に抽出した 33 件
のうち，5000 円以下が 4件，1万円以下が 8件，1万 5000 円以下が 4件，2万
円以下が 10 件，2万 5000 円以下が 1件，3万円以下が 4件，4万円以下が 1件，
4万円以上が1件であり，平均が1万7333円であった」ということを述べた上で，
「原告において動物供養を行っていることについて特別に広告を行っていない
としてもそこに（民間事業者との；筆者注）顕著な違いは認められず，当初 1
年間が無料であり，その後も人件費・建物維持費程度の費用を負担してもらっ
ているという点についても，原告が現実に受領している供養料の金額（2万円，
3万 5000 円，5 万円）（48）に照らすと，これを性質上対価関係のないお布施の
ようなものと同視することはでき」ないと判示している。
　それに対して本判決では，「控訴人においては，基本的に合祀を勧めており，
火葬の後，一年間遺骨を無償で預かり，その後も合祀を勧め，それでも気持ち
の整理がつかず個別の安置を申し出た者につき，有料で遺骨の保管をするが，
合祀については管理費等の費用はかからないこと，宣伝広告は一切しておらず，
リベートを伴う民間業者の紹介にも応じていないこと等，民間業者との相違が
認められ，これらの事情を考慮すると，控訴人が年間 5万円，3万 5000 円，2
万円の三段階の定額制で動物の霊の供養料を徴収していることをもって，控訴
人の動物の安置保管が，民間業者の行う霊園事業と同様の営利的なものとまで
はいうことはできない」と，判示している。この差は，原審は，現に受領して
いる供養料等はサーヴィスの対価であると捉えており，民間業者と同等（ある
いはそれよりは高い）と捉えており，対価関係が本来ないお布施とは違うと考
えている。それに対して本判決では，「基本的には合祀をすすめており」，それ
でもなおという人に対してのみ費用を徴収しているという点，つまり，供養を
行ったらすべてから費用を徴収できるという点ではなく，一年間も無料で遺骨
を預かってくれて，それでもなおという人からのみ徴収しているので，ペット
供養を営利目的に行っているものではないという判断がある。つまり年間 5万           
円，3万 5000 円，2 万円の三段階の料金徴収は，「それでもなお」の人がなさ
る「お布施」と同様だと考えていることになる。本件原審は，費用とサーヴィ
ス内容そのものの考察（つまりお金を払うことによって本件ロッカーが使える
という対価性），本判決では，歴史と社会的認知を背景とした宗教法人そのも
のの「儲ける意思」，つまり一種の対価関係はあるとしても「営利性が希薄」，
という点を重視していると考えられる。
　よって，本判決の射程は，歴史と伝統に裏付けられ社会的認知のある回向院
という独自のものまでであり，一般的に宗教法人が新たに行うような同種の
ペット供養事業にまで及ぶかどうかは，「営利性の有無」，すなわち境内地で自
動販売機を設置してジュースを売ることと，宗教法人が新たに行うペットの供
養事業とが，「営利性」において同種のものと考えらないか否か，が課税の有
無についての判断の決め手になると考える。
　「法人税法において宗教法人などの公益法人の各事業年度の所得のうち収益
事業から生じた所得を非課税の対象外としていることは，宗教的意義を有して
いる行為から生ずる所得であっても，収益事業と認定される部分があれば，収
益事業部分の所得については課税するという趣旨なのです。つまり，当該事業
の収益性が問題になるのです。それに対して地方税法では，収益事業か公益的
な事業かの問題とは関係なく，固定資産税等の非課税対象たる境内建物等の認定
要件を定めています。この点で，異なる観点からの規定と考えられるのです」（49），
という指摘は正当なものである。しかしながら，何故に固定資産税が非課税と
なるのかという説明から考えてみると，「宗教法人本来の宗教上の事業に使わ
れていること」が非課税の説明となると，どのような点をもとにして，ある建
物が「宗教上の事業」に使われているのかを判断するのであろうか。イコール・
フッティング論にみられる論理の中心をなす「競合」概念は，収益事業である
か否かをなぜ法人税において論じるのかという制度趣旨説明にすぎないと考え
る（50）と，それは固定資産税の非課税の論理には関係がないといえる。その点，
本件原審及び本判決における東京都側の主張は論理を違えている。よって，本           
件ペット遺骨保管ロッカー部分が固定資産税非課税に当たるのかを判断する際
には，個々の「宗教性」を抜きにして考えると（個々の宗教性そのもので優遇
しているとしたら，まさに憲法違反（51）），保管行為自体が，「営利性」を有し
ているか否かで判断するしかないと考えられる。本件の場合，そのような保管
行為に係わる金額が，「営利性」を持たないと判断されたがゆえに，宗教法人
の行った行為自体も，宗教法人の目的や活動に違和感のないことが確認され，
本件ロッカー部分は，「専ら」という部分を重視して，その本来の用に供する
と考えられるので分けて課税する必要はなかったと考えられる。要するに，宗
教法人を優遇する理由は，その個々の「宗教」が社会通念上認められるか否か
で判断しているとするならば，当該規定は違憲となりうるという理屈を（表立っ
て）採用しないとするならば，「公益性」を判断する一要素として，「営利性」
の有無（の程度）も考え，その考えも踏まえた上で，「専らその本来の用に供
する」か否かを，当該施設の使用実態がどのようなものであるのかを事実関係
に基づいて判断し，その使用実態の「全体をみて」課税の有無を判断するしか
ない。本判決が採用したこのような地方税法 348 条 2 項 3 号の解釈方法は妥当
であると考える。
　但し，法人税法の構造上，ペットの供養それ自体から得られる収入（所得）
が課税の対象であるとしても，固定資産税が課税されるということにはならな
い。それは前章の四でも述べたように，固定資産税の規定の仕方が「専ら」と
いう文言になっていることからして，「地方税法 348 条 2 項 3 号が，非課税の
対象を，宗教法人が『専ら』その本来の用に供する境内建物及び境内地と定め，
その要件を限定したのは，広い意味での宗教法人の公益性及び信教の自由の保
障と，課税の要請との調和の見地から，非課税措置の適用にあたり，当該土地
建物等に対する宗教法人の役員が宗教法人の目的以外の用地に利用したり，宗
教法人法 6条の定める『事業』に供する場合等のように，課税の要請を重視す
ることが客観的に相当と認められる場合を除外する趣旨と解するのが相当であ
り，宗教法人が宗教活動以外の行為をした場合に，その内容，程度を問わず，           
一切非課税とすることを否定する趣旨とは解されない。そうであるとすれば，
当該建物及び土地が『宗教法人が専らその本来の用に供（している）』か否かは，
個々の具体的な利用の実態を検討したうえで，それぞれの利用の目的や当該宗
教法人の活動との関連性，それが当該施設全体の利用に占める時間的及び空間
的な割合などを総合的に考慮したときに，その利用状況が社会通念に照らして
『専らその本来の用に供している』といえるか否かという観点から判断するの
が相当であると解される」（52）。よって，本件の場合「宗教法人に対する法人税
課税は，一定の収益につき，法で限定して収益事業として課税しているもので
あるところ，地方税法の固定資産税についての宗教法人の有する施設の非課税
に関しては，・・・（中略）・・・『宗教法人が，専らその本来の用に供し，宗教
の教義をひろめ，儀式行事を行い，及び信者を教化育成するために必要な当該
宗教法人の固有の境内建物及び境内土地（原文のママ；筆者注）』といえるか
否かにより決せられるものであり，法人税の課税がなされているからといって，
直ちに固定資産税も課税対象になるという関係にあるわけではない」（53）。よっ
て固定資産税の課税に際して，「営利性」が無いと判断したとしても，法人税
法上の収益課税が，法人税法施行令 5条 1項以下に限定列挙されている対価性
のあるものに対してなされることとは，何らの矛盾がない（54）。要するに固定
資産税は，「営利性」＝外観的に儲ける意思があるのか否か，法人税法は「対
価性」＝財貨の移転が任意か否かで判断することになるのであろう（55）。財貨
の移転が任意か否か疑わしいものは，租税法律主義の観点からいって，限定列
挙されているはずであり，逆に限定列挙がなされていないものは課税がなされ
ないと考えるのが法人税法の考え方であろう。
ޓ౐ޓ⚿߮
　よって，本判決に対する評価としては，固定資産税の賦課に際して，ペット
の遺骨保管に用いられるロッカーの置かれている敷地部分が「分けられるか否           
か」を判断すればよく，「専ら」という文言からして，厳密に分ける必要はな
く，外形的に宗教活動の一環としてその敷地部分を利用していると判断できる
のならば，全体として非課税にすべき事案であり，歴史や伝統を長々と書いて
いる部分は，本判決が回向院だけを特別視している印象を与えるだけ蛇足であ
ると考える。外形的に宗教活動の一環として，という言葉の「外形的」という
意味には，営利性の有無によっても判断するという意味も入ってくる。なぜな
らば営利性の有無というものは，宗教活動の是非・内容についてできるだけ立
ち入らなくても判断できるからである。「回向堂及び供養塔のいずれも馬頭観
世音菩薩像がその中心に位置し，動物の遺骨を安置した本件ロッカー部分が仏
像を取り囲むように配置され，その間に仕切りはなく，空間的には仏像と不可
分一体の構造として設計されていること」と，「回向院においては，基本的に
合祀を勧めており，火葬の後，一年間遺骨を無償で預かり，その後も合祀を勧
め，それでも気持ちの整理がつかず個別の安置を申し出た者につき，有料で遺
骨を保管する」など，民間業者との相違が認められ，営利性がかなり希薄であ
るという部分のみで，固定資産税の非課税規定該当性は判断できるし，判断す
べきであると考える。その判断をする際には，「控訴人の使用実態については，
回向院のしおり及び前記認定のとおりの境内地の客観的状況により明らかであ
り，特別に強制的な子細な調査を要せず，客観的に判断する」しかない。以上
のことから，本判決の結論自体は，妥当なものであると考える。
　尚，本件訴訟においては，最高裁第一小法廷にて，東京都側の上告に対し，
平成 20 年 7 月 17 日付けで上告不受理という形で訴訟が終結している。宗教法
人が専らその本来の用に供するために行う行為であるか否かをめぐる事実認定
によるところが主になっていた事案だけに，憲法判断や法律解釈等の上告が認
められる場合の民事訴訟法 312 条の要件を満たしていないという判断から，上
告受理申立てを棄却するという判断が働いたと考えられる。今回最高裁で訴訟
が確定したことから，類似事案に影響を与える判例といえるであろう（56）。           
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（1）地方税法702条の2第2項では，「市町村は，第348条第2項（中略）の規定により固定資
産税を課することができない土地又は家屋に対しては，都市計画税を課することができない」
としており，都市計画税の課税は固定資産税の課税の有無によって定まることになる。よっ
て本稿では，以降固定資産税のみを扱うことにする。
（2）判例集未登載（LEX/DB文献番号 25400333）。　
（3）境内建物とは，宗教法人法3条において，宗教法人の目的（宗教の教義を広め儀式行事を
行い，及び信者を教化育成すること）のために必要な当該宗教法人に固有の建物及び工作物
をいうとされている。以下のようなものが考えられる。本殿，拝殿，本堂，会堂，僧堂，僧
院，信者修行所，社務所，庫裏，教職舎，宗務庁，教務院，教団事務所，その他の宗教法人
の目的のために供される建物及び工作物（付属の建物及び工作物を含む）。糸井正明「固定
資産税における宗教法人に対する課税について」旬刊国税解説速報42巻（2002年）39頁。
（4）境内地とは，次のような宗教法人の目的のために必要な当該宗教法人に固有の土地をいう
とされている。①境内建物が存する一画の土地（立木竹その他の建物及び工作物以外の定着
物を含む。），②参道として用いられる土地，③宗教上の儀式行事を行うために用いられる土
地（神せん田，仏供田，修道耕牧地等を含む。），④庭園，山林その他の尊厳又は風致を保持
するために用いられる土地，⑤歴史，古記等によって密接な縁故がある土地，⑥境内建物又
は①から⑤までの土地の災害を防止するために用いられる土地，である。
　　尚，境内建物・境内地の定義で使われている「固有の」とは，宗教の教義を広め，儀式行
事を行い，および信者を教化育成することを主たる目的とするそれぞれの宗教団体の存立に
本来的に不可欠，ということであるとされている。糸井・前掲注（3）39頁。
（5）酒井・後掲本件評釈3頁。
（6）酒井・後掲本件評釈3頁。
（7）名古屋地裁平成17年3月24日判決（判例タイムズ1241号81頁）。
（8）判例集未登載。
（9）最二小判平成20年９月12日（最高裁HP http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20080912113910.
pdf）。
（10）法人税基本通達1516によると，ここでいう付随行為とは，「通常その収益事業に係る
事業活動の一環として，又はこれに関連して行われる行為をいう」とされており，付随行為
は収益事業に含まれることになる。
（11）武田昌輔『新訂版詳解公益法人課税』（全国公益法人協会，2000年）4頁以下。
（12）ペットの遺骨の埋葬は，法人税法施行令5条1項5号ニに規定する収益事業にあたらない
「墳墓地の貸付け」に該当しないことも，墓地法2条4項の「死体」という言葉が人間を指し
ていることを根拠に，判示している。
（13）浅妻章如「宗教法人のペット葬祭事業が収益事業に該当するとした事例」ジュリスト
1328号（2007年）162頁。忠岡　博「宗教法人が行うペットの葬祭の収益事業該当性」税法
学554号（2005年）115頁。林　仲宣「宗教法人が行うペット葬祭事業が収益事業に該当す
るとした事例」法律のひろば59巻5号（2006年）66頁。櫻井圀郎「ペット供養課税処分取
消訴訟判決と宗教判断基準」宗教法25号（2006年）99頁。上松公雄「宗教法人が営むペッ           
ト葬祭業は収益事業に該当するとされた事例」月刊税務事例38巻2号（2006年）21頁。三
木義一「ペット供養が収益事業に該当するとされた事例（名古屋高裁平成18年3月7日判決）」
Lexis判例速報2巻6号（2006年）140頁。尚，三木義一・木村直義「宗教法人と収益事業－
ペット供養訴訟を素材にして－」三木義一・田中　治・占部裕典編『〔租税〕判例分析ファ
イルⅡ法人税編』（税務経理協会，2006年）422頁，小林宏之「宗教法人『J』法人税決定処
分審査請求事件の検討－『ペット供養』と法人税法施行令第5条－」大分大学経済論集56巻
6号（2005年）102頁，もここであげておきたい。
（14）そのような考え方に批判的なものとして，三木義一「宗教法人によるペット供養の非収
益事業性」立命館法学298号（2004年）410頁。上松・前掲注（13）24頁以下。それらの批
判は，法人税が個人所得税の前取りであるという論理（法人擬制説）の立場から，非営利法
人については，利益配分を受ける個人が想定されていないので，課税対象とすべき所得が本
来ないということに基づいている。つまり公益法人の本来の活動に対する非課税措置は，課
税対象となる所得が存在しないから当然に求められるものである。課税の対象が元々ないの
と，課税の対象があるのにもかかわらず非課税とするのとは，そもそも違うという論理を組
み立てて批判している。尚，これらの是非も含めて，包括的所得概念の考え方から，非営利
公益法人課税の問題を分析したものとして，藤谷武史「非営利公益法人の所得課税－機能的
分析の試み」ジュリスト1265号（2004年）123頁以下。
（15）同趣旨のものとして，浅妻・前掲注（13）164頁。尚，対価か任意かで収益事業該当性
を判断したものとして，東京高裁平成16年11月17日判決（判例地方自治262号74頁）があ
る。上記東京高裁の判決の解説としては，渡辺 充「有償ボランティア活動とNPO法人の収
益事業課税－いわゆる流山訴訟－」月刊税務事例37巻1号（2005年）1頁以下。桑原隆広「地
方行政判例解説 流山市・福祉NPO流山訴訟控訴事件」判例地方自治263号（2005年）112
頁。小林宏之「流山ユー・アイネット法人税更正処分取消請求事件控訴審判決の検討－『ふ
れあい事業』と法人税法施行令5条1項10号－」大分大学経済論集57巻2号（2005年）138
頁。またこれに関連して，田中　治・忠岡　博「有償ボランティアに対する法人課税の是非」
三木義一・田中　治・占部裕典編『〔租税〕判例分析ファイルⅡ法人税編』（税務経理協会，
2006年）407頁がある。
（16）この考え方に批判的なものとして，三木・前掲注（14）412頁以下。このような解釈方法は，
租税法律主義の予見可能性を著しく損なうと批判している。また，「本件課税処分の適否は
ペット供養も宗教法人の本来的活動に含まれるか否かという点である」という点で，同趣旨
なものとして，田中　治「宗教法人が行うペット葬祭事業」納税月報（2005年8月号）７頁。
但し三木義一先生は，ペット供養も社会通念的に宗教性を認められると，外形的に判断しよ
うとしているのに対して，田中　治先生は，以下のように記述なさっている。「基本的に問
われるべきは，問題のペット葬祭事業は，当該宗教法人の本来的な活動の一環として，教義
に基づき，宗教行為としてなされているかどうかである。これが肯定されれば，営利法人と
の競合の問題は基本的には生じない。これは対価関係の有無によって直ちに結論が出るもの
ではない。一般に，宗教上の教義や様式に基づいて霊の鎮魂や飼い主への癒しという事実が
あるかどうかが決定的である。また，ペットの遺骨の管理につき，営業ベースの倉庫業とい
いうるほどの実態にあるかどうかの検証も必要である。判決はこれらの問いに正面から答え
ていない」。            
　「本件においては，まず事実として，問題の葬儀事業が宗教法人本来の活動に当たるか否か
を冷静に判断することが求められる。対価性の有無や社会通念という一般的な判断基準を形
式的に適用することには慎重であるべきである」。
　　田中　治先生の以上のような考え方は，宗教的心情を有しているか否かに対して，裁判所
が真っ正面から答えるとしたら，それは結局のところ，「良い宗教・悪い宗教」というラベ
ル貼りを国家が行うことにつながることになりうる。そのような事態になるのはできる限り
避けるというのが，憲法が採用した信教の自由や政教分離原則の意義であると筆者は考えて
いるので，外形的に判断するということを一歩踏み越えていることまで念頭にあるような記
述内容には，筆者には疑問がある。
（17）金子　宏『租税法（第13版）』（弘文堂，2008年）490－491頁。
（18）奥谷・後掲本件評釈55頁。酒井・後掲本件評釈4頁。
（19）同趣旨は津地鎮祭訴訟名古屋高裁昭和46年５月14日判決（行集22巻５号680頁（735頁））
にも見られる。
（20）宗教の意味については，㪡部信喜『憲法学Ⅲ　人権各論（1）〔増補版〕』（有斐閣，2000
年）127頁以下。また松井茂記『日本国憲法（第3版）』（有斐閣，2007年）430頁には，「し
かし，ここでの問題は，宗教学的意味ではなく，憲法的意味において信教の自由が保障され
るべき『宗教』を定義することである。信教の自由保障の趣旨からは，『宗教』の意味は広
く理解されるべきであり，その人がそれを宗教だと理解していれば，それは宗教だと考える
べきであろう」と述べている。筆者も同意見である。尚，信教の自由が問題となる場面での「宗
教」の定義と政教分離が問題となる場面での「宗教」の定義は，異なった定義を用いるべき
だととの二元説も有力である。㪡部・同上131頁以下。佐藤幸治『憲法〔第三版〕』（青林書院，
1995年）500頁。
（21）㪡部・同上130頁。
（22）㪡部信喜『宗教・人権・憲法学』（有斐閣，1999年）31頁以下。また㪡部・前掲注（20）
151－153頁。国家の宗教的中立性にいう「中立性」の概念には，二つの必ずしも両立しが
たいがしかし，相互に何らかの形で調和されなければならない二つの要素から成る。それは，
国家が宗教に介入しないという「不介入」と，国家が宗教的なものであろうとなかろうと，
あるいはいかなる宗教であろうと平等に扱うという「公平」という二つの要素である。アメ
リカで対立していた「宗教も非宗教も平等に助成・援助する」という政策を政教分離の基本
的な理念とする便益供与派と，「非宗教のみ助成・援助する。または非宗教は宗教以上に助成・
援助する」という政策を政教分離の本質と考える分離主義派，という異なる立場がある。こ
れらの異なる立場のいずれが妥当かを決するのは，中立性概念に含まれる二つの要素のいず
れに重点を置くのかによることはもちろん，宗教を全くの個人的ないし私的なものと解する
か，それとも市民生活の重要な一つの要素としてその意義を重視するか，という論者の宗教
観に大きな相違があるので，容易ではない。この便益供与派・分離主義派の行きすぎは，信
教の自由の保障にとって問題がある。その不介入と公平という二つの立場を妥協させる理論
として，アメリカ憲法判例で打ち出されたのが，目的・効果基準であるとする。
（23）同趣旨のものとして，板まんだら事件最高裁判決（最三小判昭和56年4月7日民集35巻
3号443頁）も挙げられよう。
（24）外形的という言葉で思い出されるものとして，津地鎮祭訴訟最高裁判決が採ったいわゆ           
る目的・効果基準がある。しかし本稿の対象としているペットの供養が，宗教行為か否かを
判断する場面とは，考慮すべき場面が明らかに違うと考える。政教分離原則は，国家が宗教
的に中立であることを要求するものではあるが，国家が宗教とのかかわり合いをもたらす行
為の目的及び効果にかんがみ，そのかかわり合いが右の諸条件に照らし相当とされる限度を
超えるものと認められる場合にこれを許さないとするものであると解すべきである。その際
のかかわり合いの程度（限度）をはかる物差しとして出てきたものが，目的・効果基準であ
る。目的・効果基準の是非はさておき，ある行為が，国家が行う宗教的活動にあたるか否かは，
「当該行為の主宰者が宗教家であるかどうか，その順序作法（式次第）が宗教の定める方式
に則つたものであるかどうかなど，当該行為の外形的側面のみにとらわれることなく，当該
行為の行われる場所，当該行為に対する一般人の宗教的評価，当該行為者が当該行為を行う
についての意図，目的及び宗教的意識の有無，程度，当該行為の一般人に与える効果，影響
等，諸般の事情を考慮し，社会通念に従つて，客観的に判断しなければならない」，という
目的・効果基準とは，本件で問題とする側面が明らかに違うと筆者は考える。宗教的活動を
国家が行うときの判断基準と，ある行為が宗教的行為か否かの判断を国家が行う際の判断基
準は，信教の自由の保護に配慮して，違うものになるはずである。
（25）国家の宗教的中立性に関する比較的最近の議論として，渡辺康行「『国家の宗教的中立性』
の領分－小泉首相靖國神社参拝訴訟に関する裁判例の動向から」ジュリスト1287号（2005年）
60頁以下。
（26）㪡部・前掲注（20）154頁以下において，宗教法人に関する固定資産税非課税に関する
憲法問題について述べられている。また，大石　眞『憲法と宗教制度』（有斐閣，1996年）
270頁以下，石村耕治編著『宗教法人法制と税制のあり方－信教の自由と法人運営の透明性
の確立－』（法律文化社，2006年）41頁以下も参照。加えて，石島　弘・碓井光明・木村弘
之亮・山田二郎『固定資産税の現状と納税者の視点－現行制度の問題点を探る－』（六法出
版社，1988年）157頁以下（碓井光明執筆）でも，宗教法人に対する固定資産税非課税の憲
法適合性について論じられている。とりわけ注目される見解としては，本件で問題となって
いる地方税法348条2項3号につき，「第3号は，『宗教法人』に着目したものであるうえ，民
法34条の公益法人の場合には，きわめて限定された用途についてのみ非課税としているこ
と（9号，12号，26号）に鑑みるならば，宗教法人に対して突出した非課税の特典を与えて
いるといわざるをえない。憲法を別にすると十分に公益性を認めることができるが，憲法適
合性に関する疑問は残っている」と述べられている。
（27）憲法は，宗教の社会的価値を承認する（国民生活上の意義や役割を承認する）立場に立っ
ているから，国家財政や宗教法人の経済力などを勘案して立法政策上免税措置が許容される
ので，「特権」に当たらず，いわゆる巨大宗教法人への課税や，固定資産税の非課税に代え
る軽減税率化などの立法政策も可能となるということを述べたものとして，大石・前掲注（26）
274頁以下。
（28）浅妻・前掲注（13）163頁における，公益法人等の課税取扱いは優遇か否かの議論を参照。
また，平野　武・齊藤　稔『宗教法人の法律と会計』（晃洋書房，2001年）112頁以下にあ
る宗教法人に対する優遇税制の根拠に関する箇所も参照。
（29）林　知更「政教分離原則の構造」高見勝利・岡田信弘・常本照樹編『日本国憲法解釈の
再検討』（有斐閣，2004年）124頁。           
（30）平成19年6月26日北海道砂川市市有地神社違憲札幌高裁判決（最高裁HP http://www.
courts.go.jp/hanrei/pdf/20070723115001.pdf），平成20年4月7日白山ひめ神社御鎮座二千百
年式年大祭奉賛会損害賠償請求控訴事件名古屋高裁金沢支部判決（判例時報2006号53頁）。
（31）その点，林・前掲注（29）131頁以下参照。とりわけ135頁。「結局のところわが国の
判例は，いずれの類型においてもほぼ一貫して，『社会』の通念に照らして国家行為の宗教
的な『意味』が相当な限度を超えていないかを問題としてきたように思われる。ここでは『社
会』の尺度によって『国家』を枠づけることこそが重要であった。『国家』を共同体に従属
させることによって『社会』の自由を擁護することこそが課題とされ，『社会』からいった
ん自律化した存在としての『国家』の公共性を正面から問うことは，ほとんどなかったので
ある」。
（32）渋谷秀樹『憲法』（有斐閣，2007年）378頁以下に，以下の記述がある。「宗教の自由は，
多数派または正統派とされる宗教に対する少数の異端者，抵抗者（protestant）の信仰の自
由を護ることが，ひいては個々人の精神生活を護るために必要不可欠であるとの認識から生
まれた自由である。そして，『たとえ，少数者の潔癖感に基づく意見と見られるものがあっ
ても，かれらの宗教や良心の自由に対する侵犯は多数決をもってしても許されないのである』
ことが現行憲法の保障する『信教の自由』の前提となっている。したがって，宗教の自由が
問題となっている事案につき，『国民一般の宗教的関心度』といった，漠然とした社会通念
は判断基準としては用いてはならず，ましてや宗教的寛容を宗教的少数者に強制してはなら
ない」。また，酒井・後掲本件評釈3頁では，「本件のように宗教性の判断が課税庁や裁判所
によって行われることには，違和感が残る」と，述べられている。
（33）平野・齊藤・前掲注（28）114頁以下。
（34）自衛官合祀訴訟判決（最大判昭和63年6月1日民集42巻5号277頁）における伊藤裁判官
の反対意見では，目的・効果基準は抽象的には正しいものであるが，行為に対する一般人の
宗教的評価，行為の一般人に与える効果，影響などを強調することは，宗教的利益の侵害が
問題となる場合には，多数者による少数者の抑圧になる可能性があるので，一層の慎重さが
求められる，としている。
（35）信教の自由への負担に際しては，一般的に，規制の有する公共的利益の重要性と宗教行
為の自由に対する負担とを比較衡量して，許否を決するべきであろう。
（36）その点，本件訴訟における被控訴人（東京都側）の「非課税規定の適用に当たっては，
各宗教の個別の教義に対する仔細な調査を前提とせず，社会通念に照らし，社会共通の認識
としてあらゆる宗教に共通の中核的要素を基準として，客観的に判断することが求められる」
という主張は，宗教性を本判決（及び原審）と同じように社会通念で判断しようとしている。
その点においては差はない（共通の中核的要素という言葉に現れているように，被控訴人の
側では幅を狭めている点には勿論大いなる差があるが）。
（37）石島ほか・前掲注（26）160頁（碓井光明執筆）。
（38）名古屋地裁平成4年6月12日判決（判例タイムズ803号102頁）。
（39）占部裕典監修；全国婦人税理士連盟編『固定資産税の現状と課題』（信山社出版，1999年）
68－69頁。
（40）各建物の位置関係については，服部・菅原・後掲本件評釈102頁の図を参照のこと。
（41）同趣旨，奥谷・後掲本件評釈55頁。酒井・後掲本件評釈4頁。           
（42）酒井・後掲本件評釈3頁。
（43）占部裕典監修・前掲注（39）62頁以下。また石島ほか・前掲注（26）157頁（碓井光明執筆）
には，境内建物や境内地を非課税にする理由について，第１に，宗教法人が，国や地方公共
団体に肩代わりして（これは，政治と宗教の分離に矛盾するものではない。）公益的活動を
行うので，その活動を市町村が助成するという考え方と，第２に，宗教法人の布教の自由，
関係する信者の信教の自由を実質的に保障するというものが挙げられている。そして，「宗
教法人の活動又は宗教法人の所有する境内建物や境内地が不特定多数の人々に精神的安らぎ
を提供するという効果によっても，固定資産税を非課税にするだけの十分な公益性が認めら
れる」と述べている。但し，いわゆる「代償理論」に対しては，アメリカにおいて否定され
ているのは，田近　肇「宗教の公益性と憲法」初宿正典・米沢広一・松井茂記・市川正人・
土井真一編『国民主権と法の支配－佐藤幸治先生古稀記念論文集〔下巻〕』（成文堂，2008年）
352頁以下参照。同354頁以下で「宗教への配慮」の理論に関する検討もなされ，肯定的に
捉えている。また前掲ペット葬祭事業事件名古屋地裁判決においては，「上記のような超自
然的，超人間的本質の存在を確信などする心情そのものが，人の精神に安らぎを与え得るこ
とは否定できないものの，現行法上は，かかる意味での公益性，公共性を高く評価している
が故に税制上の優遇措置が講ぜられているというよりも，宗教法人が非営利法人であること
を求められ，しかも，そのことを担保するために所轄庁による監督に服している点が重視さ
れていると解することができる」と述べ，優遇措置の理由は，公益性・公共性ではなく，非
営利活動にあるとされている。
（44）占部裕典監修・前掲注（39）63頁。
（45）公益法人が非課税になっているのは，その公益性に基づくという考え方に警鐘を鳴らす
ものとして，田中　治「公益法人制度の改革と宗教法人」宗教法25号（2006年）1頁以下。
特に14－15頁。「国の定める公益性の内容如何によっては，特定の宗教法人は，その活動の
効果の及ぶ範囲が狭いことを理由に，公益性がないということになりかねない。国の定める
公益性の要件を満たし，免税の特典を得るために，宗教本来のあり方が歪められ，あるいは，
国家による宗教統制に向かうおそれがなくはない」。
　　また同15頁において，前掲ペット葬祭事業事件名古屋地裁判決を用いて，宗教法人に関
する公益性を重視してはいないと論じている。「少なくとも，本判決は，一連の課税上の優
遇措置は，宗教法人を含んだ公益法人のもつ公益性，公共性を国家が高く評価したからでは
なく，宗教法人が規制に服している見返りであるとか，便宜を図ったものであるにすぎない
とかの理解を示していることに注意する必要がある。このような理解が裁判所の共通の理解
とまではいえないとしても，宗教法人に関する公益性の認識はそれほど強くはないように思
われる」。上記のような名古屋地裁の採った判決の態度について，田中先生は別稿・前掲注（16）
6頁以下においても批判している。
（46）逆に，「歴史」や「地域住民からの認知」こそを重視すべきだと主張するものとして，櫻
井圀郎「宗教の判断基準－行政と『宗教』の問題－」キリストと世界15号（2005年）61頁以下。
また同93頁以下に次の記述がある。「宗教の定義を社会通念に任せておきながら，社会通念
に反する処分を行うのは，当該行為を宗教行為であると確信して行ってきた宗教法人にとっ
て不意打ちとなる。それはまた，憲法84条の租税法律主義に反することになろう。本稿で
考察したように，宗教を一律に定義することは不可能である。しかし，その目的に合わせて，           
個々の場合に応じた定義をすることは特段困難なものではない」。少なくとも言えることは，
上記櫻井論文が問題としているペット葬祭事業に対する法人税課税においては，明記してあ
るもの以外課税ということを貫けば，特に定義する必要はないと考える。定義していなくて
も租税法律主義にも反しないと考える。
（47）つまり，動物供養を行うことが宗教（的）行為ではないと断言することは，誰にもいえ
ない程度という意味である。
（48）この三段階の金額の違いは，仏像に近い場所に安置を望む供養主が多く，その偏在を解
消するために，安置場所が仏像に近い場所の費用を高めに設置したものであると，本件原告
（控訴人）は，訴訟の中で説明している。
（49）奥谷・後掲本件評釈55頁。
（50）平野・齊藤・前掲注（28）115頁では，宗教法人の行う「収益事業」に対する法人税の
軽減税率の適用に関して，「競合」という観点から憲法の趣旨に反すると述べている。宗教
法人法６条は「収益事業から『収益が生じたときは，これを当該宗教法人，当該宗教法人を
包括する宗教団体又は，当該宗教法人が援助する宗教法人若しくは公益事業のために使用し
なければならない』と規定しているのであって，これは単に収益事業から生じた収益の使途
に関して規定しているにすぎないといえる。つまり，そこからは宗教法人の事業であるとは
いえ，基本的に外部との競争関係に立つ『収益事業』に対する軽減税率の適用の妥当性を当
然には導くことはできないと考えられる。宗教法人の行う収益事業に対する軽減税率の適用
は，他の普通法人が事業を行う場合と比較して明らかに有利な条件を付与することとなる。
これは，いうならば宗教法人に対して特権を与えることと結果的に同じ効果を与えることに
なり，むしろ憲法の趣旨にも反するとさえ考えられる」。
（51）㪡部・前掲注（20）155頁以下参照。
（52）酒井・後掲本件評釈4頁。東京地裁平成17年5月19日判決（LEX/DB文献番号28131716）。
また別の訴訟である東京地裁平成16年3月25日判決（最高裁HPhttp://www.courts.go.jp/
hanrei/pdf/60F4B50275701E184925710A000659F3.pdf）では，「専らその本来の用に供する」
という非課税要件については，本来の用途以外に供することが全くないことまでを要求する
ものではなく，不動産が一時的又は部分的に他の用途に供されたことがあるとしても，この
非課税要件該当性が否定されるわけではないとした上で，問題となっている宗教団体がその
建物を選挙の支援活動に利用するのは選挙の告示前後を通じて２か月前後であり，支援活動
自体も前記建物で行われている活動のごく一部に限られ，支援活動のために建物全体を相当
期間継続的に利用しているものではないから，前記宗教法人による建物の利用が「専らその
本来の用に供する」ものでないとはいえない，と判断した事例がある。
（53）服部・菅原・後掲本件評釈105頁。
（54）前掲ペット葬祭事業事件最高裁判決からすると，法人税法上，宗教法人がペット等の遺骨
をロッカーで有料で保管する行為は，倉庫業にあたると考えられる。その行為が，たとえ当
該宗教法人が「一年間無料で遺骨を安置し，それでもなお安置したいという方のみに料金を
徴収している」ことは，営利性が薄い行為であるからといっても，その謝金の支払いが任意
でなされるものではなく，対価（対価債務の履行であるともいえる）としてなされるもので
あるので，法人税課税がなされるのである。
（55）その点，宗教法人であるお寺が，お守りやお札などを販売しても法人税の課税がなされ           
ない。それはお守りやお札などは原価と売価の差が通常の利潤ではない（ある意味法外な利
潤である）からだと考えられる（通常の利潤にあたる物を販売すれば物品販売業に該当する）。
このようなものに課税がなされないのは，財貨の移転の任意性にあると考えられる。その点，
針供養とか人形供養とかにも課税がなされないこととも，利潤という点から考えてみれば符
号するところもあろう。しかし，浅妻・前掲注（13）164頁には「本件（前掲のペット葬祭
事業事件名古屋地裁判決のこと；筆者注）判旨によれば，人の供養のみならず針供養や人形
供養の場合も任意支払である一方，ペット供養の場合は対価支払である，とされているとこ
ろに，強烈な違和感が残る」とされている。
（56）服部・菅原・後掲本件評釈107 頁。「今後，宗教法人による動物慰霊事業がどの程度の使
用実態であれば，本来的宗教活動であると認められ，その対象施設・敷地が固定資産税の非
課税対象となるか，事例集積が必要と思われる」。
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・羽根一成「争訟法務・最前線 !⑯ペット供養施設への固定資産税及び都市計画税の賦課処分
が違法とされた事例」地方自治職員研修41巻4号（2008年）74頁。
・奥谷　健「ペット葬祭事業に使用する建物とその敷地に対する固定資産税」税務ＱＡ73号
（2008年）52頁。
・酒井貴子「ペット等の遺骨の保管施設が固定資産税等の非課税資産に当たるとされた事例」
速報判例解説－ＴＫＣローライブラリー租税法No.7（2008年）1頁（LEX/DB 文献番号
【z18817009-00-130070185】）。　
・服部　弘・菅原万里子「ペット供養施設に対する固定資産税課税の問題点」税理51巻13号
（2008年）101頁。
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